
宇治市東宇治浄化センター建設工事その20【一般競争入札公告】 

入札公告（建設工事） 

  

 

  次のとおり一般競争入札に付します。 

 

                           平成 22 年 6 月 24 日（木 ） 

                           日本下水道事業団 契約職 

                            西日本本部長 尾﨑 昭彦 

１ 工事概要  

 (1) 工 事 名     名護市名護下水処理場建設工事その18（電子入札・事後審査対象案件） 

 (2) 工事場所 沖縄県名護市港地内 

 (3) 工事内容 

           本工事は、名護市名護下水処理場（全体計画下水量26,400ｍ³/日、既設処理下水量

20,600ｍ³/日、処理方式：標準活性汚泥法）の管廊改修工、汚泥消化槽防食工に係る

土木工事である。 

 (4) 工  期 契約の翌日から平成 23 年 1 月 31 日まで 

  (5) 本工事は、資料提出及び入札等は電子入札システムで行う対象工事である。なお、電

子入札システムにより難い者は、契約職の承諾を得た場合に限り紙入札方式に代えるこ

とができる。 

     (6) 本工事は、開札後に落札決定を保留し、競争参加資格の確認の後に落札決定を行う 

事後審査方式の試行工事である。 

 

２ 競争参加資格 

 本工事に係る競争に参加するのに必要な資格を有する者とは、次に掲げる条件を全て満

足し、かつ、契約職による本工事に係る競争参加資格確認の結果、資格があると認められ

た者とする。 

(1)  工事請負業者の選定等に関する達（平成６年達第７号）第２条１号イからヘ及び第

２条の２の規定に該当しない単体有資格業者又は２者で結成された特定建設共同企

業体であること。 

(2)  単体有資格業者においては日本下水道事業団における一般競争参加資格の認定を

受けていること。特定建設共同企業体においては日本下水道事業団における名護市名

護下水処理場建設工事その18に係る特定建設共同企業体として、競争参加申請書（以

下「事前申請書」という。）の提出以前に特定建設共同企業体協定を締結すること。

（会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされてい

る者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなさ

れている者については、手続開始の決定後、理事長が別に定める手続に基づく一般競

争参加資格の再認定を受けていること。（特定建設共同企業体の場合は構成員のいず

れもが条件をみたしていること））。 

(3)  会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基

づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記(2)の再認定を受けた者を除く。）

でないこと。（特定建設共同企業体の場合は構成員のいずれもが条件をみたしている

こと。） 

(4)  単体有資格業者にあっては、日本下水道事業団における一般土木工事に係る有資格

者の認定を受け、一般土木工事に係る有資格者としてC等級に格付けされた者。 

(5)  特定建設共同企業体は、次の①の代表者と②から③のいずれか代表者以外の組合せ

であること。 

〔代表者〕 

① 日本下水道事業団における一般土木工事に係る有資格業者の認定を受け一般土



木工事に係る有資格業者としてC等級に格付けされた者。 

    〔代表者以外〕 

② 日本下水道事業団における一般土木工事に係る有資格業者としてC等級に格付

けされた者。 

③ 日本下水道事業団における一般土木工事に係る有資格業者としてD等級に格付

けされた者のうち、一般競争参加資格の経営事項評価点数が750点以上の者。 

(6)  上記(4)の単体有資格業者にあっては、沖縄県名護市、宜野湾市、沖縄市、うるま

市、国頭村、大宜味村、東村、今帰仁村、本部町、恩納村、宜野座村、金武町、伊江

村、読谷村、嘉手納町、北谷町、北中城村、中城村、西原町、伊平屋村及び伊是名村

内に土木工事業に関して建設業の許可に係る本店を有する者であること。 

(7)  上記(5)の①の代表者にあっては、沖縄県内に土木工事業に関して建設業の許可に係

る本店を有する者であること。 

 上記(5)の②から③の代表者以外の者にあっては、沖縄県名護市内に土木工事業に

関して建設業の許可に係る本店を有する者であること。 

(8) 単体有資格業者又は代表者にあっては、平成7年度以降に、次の①②又は③に該当す

る工事（補修工事、場内整備等の付帯的な工事は含まない。）を元請けとして施工し、

引き渡した実績（特定、経常又は大手企業連携型建設共同企業体の構成員としての実

績は出資比率が20％以上の場合のものに限る。）を有すること。 

① 下水道法上の終末処理場又はポンプ場のコンクリート防食工事。 

② 地方公共団体等が発注したコンクリート防食工事。 

③下水道法上の終末処理場又はポンプ場の土木工事。（ただし、鉄筋コンクリート

造による水槽構造物に限る。） 

ただし、経常建設共同企業体にあっては、構成員のうち１者が上記の工事経験を有

していればよい。 

(9) 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を当該工事に専任で配置できる

こと。 

① １級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者であること。 

② 平成7年度以降に、(8) に掲げる代表者に係る工事の経験を有する者であること。

ただし、特定又は経常建設共同企業体にあっては、構成員のうち１者の主任技術

者又は監理技術者が上記の工事経験を有していればよい。 

③ 平成 22 年 ７月 28 日時点において、他工事に専任で従事していないこと。 

④ 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有す 

  る者又はこれに準ずる者であること。 

(10)   日本下水道事業団が発注した工事における工事成績評定表における評定点の平均

が過去２年連続して６０点未満でないこと。（特定建設共同企業体の場合は構成員

のいずれもが条件を満たしていること。） 

(11)  競争参加申請書の提出期限の日から開札の時までの期間に、日本下水道事業団か

ら工事請負契約に係る指名停止等取扱要領（昭和59年７月２日付経契発第13号）に

基づく指名停止を「九州区域」において指名停止を受けていないこと。（特定建設

共同企業体の場合は構成員のいずれもが条件を満たしていること。） 

(12)   １(1)に示した工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本若しくは人

事面において関連がある建設業者でないこと。（特定建設共同企業体の場合は構成

員のいずれもが条件を満たしていること。） 

３  入札手続等 

(1) 担当部課 

① 特定建設共同企業体の認定、紙入札方式による参加（変更）承諾、入札執行及び

契約締結に関すること 

  〒５３２－００１２ 大阪市淀川区木川東３－２－１２ 

  日本下水道事業団（ＪＳ）近畿・中国総合事務所 契約課 



  電話０６－６８８６－２５２１ 

   ② 事前申請書の受付、競争参加資格の確認（競争参加資格確認申請書（以下「事後

申請書」という。）及び競争参加資格確認資料（以下「事後資料」という。）の受

付審査）に関すること 

    〒５３２－００１１ 大阪市淀川区西中島６－１－１ 

    新大阪プライムタワービル20階 

    日本下水道事業団（ＪＳ）西日本設計センター 企画調整課 

    電話０６－６８８６－２４８９ 

(2)  入札説明書の交付期間、場所及び方法  

①  交付期間 平成 22 年 6 月 24 日(木)から平成 22 年 7 月 20 日（火）までの

毎日（ただし、土曜日、日曜日、祝日を除く。10時00分から12時00

分まで、13時00分から16時00分まで。 

②  交付場所 〒５３２－００１１ 大阪市淀川区西中島６－１－１  

新大阪プライムタワービル20階 

（財）下水道業務管理センター大阪支部 

電話０６－６８８６－１０３３ FAX０６－６８８６－１０３６ 

③  交付方法 交付に当たっては、実費を徴収する。 （郵送（託送を含む。）によ

る交付を希望する場合は(2)②にFAXで申し込むこと。） 

(3)  事前申請書の提出期間、場所及び方法 

    本工事は開札後に競争参加資格の確認を行うため、本競争の参加希望者は次のと

おり事前申請書を提出すること。(事前申請書を提出することにより、入札書を提出

できる。 

    また、本工事における手続は、原則として電子入札システムにより行うものとす

るが、事前申請書については、電子入札システムによる提出ができないため、次の

方法により提出するものとする。 

   なお、期限までに事前申請書を提出しない者は本競争に参加することができない。 

① 提出期間 平成 22 年 6 月 24 日（木）から平成 22 年 7 月 1 日（木）まで。

（持参による場合は土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日 10 時 00 

分から12 時 00 分まで、13 時  00 分から16 時 00 分まで。郵送（書

留郵便に限る。）又は託送（書留郵便と同等のものに限る。）（以下

「郵送等」という。）による場合は、提出期間中に必着のこと。ただ

し、提出期限日の前日（祝日の場合はその前日）までの消印のものは

有効とする。送付当日に技術資料郵送連絡書（別記様式９）をFAXす

ること。 

② 提出場所 （1）②に同じ。 

③  提出方法 持参又は郵送等のよること。ファックスによるものは受付けない。 

 

  (4) 事後申請書及び事後資料の提出期間、場所及び方法 

        開札後、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（以下「落

札候補者」という。）は、次の方法により事後申請書及び事後資料を提出するものと

する。 

     また、落札候補者が特定建設共同企業体の場合は、事後申請書及び事後資料に加え

て、特定建設共同企業体登録申請書及び特定建設共同企業体協定書の写しを提出する

こと。 

① 提出期限 開札日（当初の落札候補者の入札が無効になった場合等により、新た

     に落札候補者になった者については、提出を求めた日）の翌々日（そ

     の日が土曜日、日曜日又は祝日の場合はその翌日）１６時００分まで。 

② 提出方法 電子入札システムにより行うこと。ただし、契約職の承諾を得て紙入

     札方式による場合は、持参又は郵送等のよるものとし、ファックスに



     よるものは受付けない。 

        電子入札システムにより提出する場合であって、事後申請書及び事

後資料並びに特定建設共同企業体登録申請書及び特定建設共同企業

体協定書の写しの合計ファイル容量が２ＭＢを超える場合の提出方

法については、入札説明書による。 

③ 持参又は郵送等による場合若しくは紙入札方式による場合の提出場所 

・特定建設共同企業体申請書  (1) ①に同じ。 

・事後申請書及び事後資料   (1) ②に同じ。 

 （5） 入札書提出期間及び開札の日時並びに入札書の提出方法 

      入札書は電子入札システムにより提出すること。ただし、紙入札の承諾を得た者

は紙により入札書受付期限までに持参又は郵送等すること。ファックスによるも

のは認めない。 

   ① 入札書提出期間 

 ・電子入札システムによる場合 

平成 22 年 7 月 15 日（木）9 時 00 分から平成 22 年 7 月 20 日（火）16 

時 00 分まで。ただし土曜日、日曜日及び祝日を除く。 

    ・紙入札方式による場合 

平成 22 年 7 月 15 日（木）から平成 22 年 7 月 20 日（火）までの土曜日、

日曜日及び祝日を除く、毎日、10時00分から12時00分まで及び13時00分から16時00

分まで。 

       提出場所： 〒５３２－００１２  大阪府大阪市淀川区木川東３－２－１２ 

                    日本下水道事業団 近畿・中国総合事務所 契約課 

                      電話０６－６８８６－２５２１ 

④ 開 札 日 時   平成 22 年 7 月 21 日（水）  10時00分 

③  開 札 場 所   〒５３２－００１２ 大阪府大阪市淀川区木川東３－２－１２ 

               日本下水道事業団 近畿・中国総合事務所 入札室 

 

4 その他 

(1) 手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 入札保証金及び契約保証金 

① 入札保証金 免除。 

  ② 契約保証金 納付（保証金取扱店 みずほ銀行 新橋支店）。ただし、金融機関

又は保証事業会社の保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、

公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った場

合は、契約保証金を免除する。 

(3) 入札の無効 

   本公告に示した競争参加資格のない者の入札、事前申請書、事後申請書及び事後資料

に虚偽の記載をした者の入札、事前申請書の提出のない者のした入札、現場説明書及び

日本下水道事業団一般競争契約入札心得において示した条件等入札に関する条件に違反

した入札は無効とし、無効の入札を行った者を落札者としていた場合には落札決定を取

り消す。なお、開札の時において２に掲げる資格のない者は、競争参加資格のない者に

該当する。 

（4）落札者の決定方法 

  日本下水道事業団会計規程（昭和４８年規程第８号）に基づいて作成された予定価格

の制限の範囲内の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。ただし、

落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履

行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公

正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるとき

は、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって



入札した者を落札者とすることがある。 

（5）配置予定主任（監理）技術者の確認 

  落札決定後、（財）日本建設情報総合センターの「工事実績情報システム（ＣＯＲＩ

ＮＳ）」等により、配置予定の主任（監理）技術者の専任制違反の事実が確認された場

合、契約を結ばないことがある。なお、種々の状況からやむを得ないものとして承認さ

れた場合の外は、申請書の差し替えは認められない。 

(6) 手続における交渉の有無  無。 

(7)  契約書作成の要否   要。 

(8)  今回対象工事に直接関連する他の工事の請負契約を今回対象工事の請負契約の相手

方との随意契約により締結する予定の有無   無。 

(9)  関連情報を入手するための照会窓口 上記3(1)に同じ。 

(10) 本工事は、工事着手後、担当工事監督職員への連絡、書類提出、施工状況報告などに

関する書類、写真等の情報交換に電子メールを活用すること。 

(12) 本工事は、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成12年法律第104

号）に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が義務付けられ

た工事である。 

    (13) 本案件は、資料提出及び入札等を電子入札システムで行うものであり、対応について

の詳細は、入札説明書による。 

(14) 詳細は入札説明書による 

 

 



226020 
特 定 建 設 共 同 企 業 体 の 登 録 受 付 に つ い て  

 

 名 護 市 名 護 下 水 処 理 場 建 設 工 事 そ の １ ８ に 係 る 特 定 建 設 共 同 企 業

体 と し て の 競 争 参 加 者 の 資 格 を 得 よ う と す る 者 の 登 録 受 付 に つ い て 、

次 の と お り 公 告 し ま す 。  

平 成 2 2 年 6 月 2 4 日  

日 本 下 水 道 事 業 団  契 約 職  

西 日 本 本 部 長  尾 﨑  昭 彦  

 

１  工 事 概 要  

 ( 1 )            工 事 名    名 護 市 名 護 下 水 処 理 場 建 設 工 事 そ の １ ８  

 ( 2 )  工 事 場 所  沖 縄 県 名 護 市 港 地 内  

 ( 3 )  工 事 内 容  管 廊 改 修 工 、 汚 泥 消 化 タ ン ク 防 食 工  

２  特 定 建 設 共 同 企 業 体 の 資 格 要 件 等  

 ( 1 )   構 成 員 の 組 合 せ  

特定建設共同企業体の組合せは、次の条件を満たす２者の組合せとする。 

① 特 定 建 設 共 同 企 業 体 の 代 表 者 に あ っ て は 、日 本 下 水 道 事 業 団

に お け る 一 般 土 木 工 事 に 係 る 有 資 格 業 者 の 認 定 を 受 け 、一 般

土 木 工 事 に お い て Ｃ 等 級 に 格 付 け さ れ た 者 で あ る こ と 。  

② 特定建設共同企業体の代表者以外の構成員にあっては、次の(ｲ)から(ﾛ)のいずれかに

該当する者であること。 

(ｲ)  日本下水道事業団における一般土木工事に係る有資格業者の認定を受け、

一般土木工事においてＣ等級に格付けされた者であること。 

(ﾛ)  日本下水道事業団における一般土木工事に係る有資格業者の認定を受け、

一般土木工事に係る有資格業者としてＤ等級に格付けされた者のうち一般競

争参加資格の経営事項評価点数が750点以上の者であること。 

③ そ の 他 の 条 件 に つ い て は 、 本 工 事 に 係 る 平 成 2 2年 6月 2 4日 付

け 一 般 競 争 入 札 に 係 る 掲 示 に よ る こ と と す る 。  

 ( 2 )   構 成 員 の 技 術 的 条 件  

構 成 員 は 、 本 工 事 に 係 る 平 成 2 2年 6月 2 4日 付 け 一 般 競 争 入

札 に 係 る 掲 示 の 施 工 実 績 に 係 る 技 術 的 条 件 を 満 た し て い る

こ と 。  

 ( 3 )   構 成 員 の 営 業 年 数  

構 成 員 は 、 建 設 業 法 （ 昭 和 2 4 年 法 律 第 1 0 0 号 ） の 土 木 工 事

業 に つ き 、建 設 業 の 許 可 を 有 し て の 営 業 年 数 が ５ 年 以 上 あ る

こ と 。 た だ し 、 相 当 の 施 工 実 績 を 有 し 、 確 実 か つ 円 滑 な 共 同

施 工 が 確 保 で き る と 認 め ら れ る 場 合 に お い て は 、許 可 を 有 し

て の 営 業 年 数 が ５ 年 未 満 で あ っ て も こ れ を 同 等 と 取 り 扱 う

こ と が で き る も の と す る 。  

 ( 4 )   出 資 比 率  

全 て の 構 成 員 が 均 等 割 の １ ０ 分 の ６ 以 上 の 出 資 比 率 と す

る こ と 。  

 ( 5 )  代 表 者 の 要 件  

特 定 建 設 共 同 企 業 体 の 代 表 者 は 、構 成 員 の 中 で 最 大 の 施 工

能 力 を 有 す る 者 で あ っ て 、そ の 出 資 比 率 が 構 成 員 中 最 大 で あ



る こ と 。  

３  申 請 書 の 提 出 方 法 等  

 ( 1 )  申 請 書 の 提 出 方 法  

申 請 者 は 、 特 定 建 設 共 同 企 業 体 登 録 申 請 書 に 特 定 建 設 共 同

企 業 体 協 定 書 （ 甲 型 ） の 写 し を 添 付 し 、 持 参 又 は 送 付 （ 郵 送

又 は 宅 配 便 ） に よ り 提 出 期 間 中 必 着 の こ と 。 た だ し 、 提 出 期

限 の 前 日 （ 祝 日 の 場 合 は そ の 前 日 ） ま で の 消 印 の も の は 有 効

と す る 。 ） す る こ と 。  

 ( 2 )  提 出 場 所 及 び 問 い 合 わ せ 先  

    〒 5 3 2 - 0 0 1 2  大 阪 府 大 阪 市 淀 川 区 木 川 東 3 - 2 - 1 2  

     日 本 下 水 道 事 業 団  近 畿 ・ 中 国 総 合 事 務 所  契 約 課  

      電 話 0 6 - 6 8 8 6 - 2 5 2 1  

 ( 3 )   提 出 期 間  

開 札 日（ 入 札 説 明 書 １ ６ ( 3 )② に お い て 新 た に 落 札 候 補 者 に

な っ た 者 に つ い て は 、 提 出 を 求 め た 日 ） の 翌 々 日 （ そ の 日 が

土 曜 日 、 日 曜 日 又 は 祝 日 の 場 合 は そ の 翌 日 ）  1 6  時  0 0  分

ま で 。  

提 出 期 限 は 、 上 記 の と お り で あ る が 、 競 争 参 加 申 請 書 の 提

出 以 前 に 、 特 定 建 設 共 同 企 業 体 協 定 を 締 結 し て い な け れ ば な

ら な い 。   

４  資 格 の 有 効 期 間  

特定建設共同企業体としての資格の認定の日から当該工事の完成後１年までの間とする。

なお、発注者は必要に応じて有効期間を延長することができる。 

た だ し 、 当 該 工 事 に 係 る 契 約 の 相 手 方 以 外 の 者 に あ っ て は 、

当 該 工 事 に 係 る 契 約 が 締 結 さ れ る 日 ま で と す る 。   

 

 

 

 

 

 


